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Ⅰ．研究背景
　本稿では，師範学校在学生或いは教育養成課程の学生
が教育及び関係機構で実践，観察，体験，演習，専門研
究をする活動である，教師実習，師範生実習及び教育実
習を扱う。
①　実習の概念と意味
・教育実習とは
　師範学生は先生の指導で学習した専門的な基礎知識，
基礎理論，技能を教育実習の中で実施して，教育能力を
養成する実践課程である。
・教育実習の意味とは
　教育実習は，師範学生の専門的な身分を作る重要な部
分であり，その本質は教育と教師養成の初歩的経験を得
る過程である。
②　日本での考察
　北京師範大学と鳴門教育大学による長期の交流と提携
のおかげで， は２０１５年６月－１２月に，日本の鳴門教
育大学で研究員として滞在した。そこでは，日本の普通
の教師養成機関の課程設定，特に実習の組織を観察した。
この中で，第一，学部学生であれ，大学院学生院生であ
れ，皆，知識についての試験や論文より実習を重視して
いる。第二，将来の実践と教育実習は効果的に教師養成
システムの中にはめ込まれている。第三，教師実習の内
容に新たなものとして介護実習がある。第四，教師採用
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範性，専門性，社会支持システムの弱さなどについて大きな問題をもたらした。日本の教師養成にお
ける教育実習においては，教師の核心能力や素質養成の目的が明確にされており，養成課程に有効に
実習部分がはめ込まれており，学ぶべきことが多い。
　以上から本稿では，中国の教師養成教育，とりわけ教育実習の現状と課題を明らかにした上で，日
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についての啓発が活発である。という四点について非常
に興味を覚えた。
Ⅱ．中国での教育実習の歴史と現状
１．歴史の源流
　義務教育と教師養成制度に関して，１９１４年に清朝政府
は１９０２年に制定した『欽定京師大学堂章程』と１９０４
年に公布した『奏定優級師範学堂章程』の中で，京師大
学堂の第四学年で教育実習をする事を定めた。優級師範
学堂の第四学年では“教授についての具体的なことを演
習する。”とされた。第五学年では，“教育演習”とする
実習の時間数は総時間数の１０％を占めていた。実習場所
は附属中学校と附属小学校と決められた。これが中国最
初の教師実習制度である。
　１９４１年国民政府教育部は『師範学（科）校学生実習
方法』を公布した。これは初めての専門的な規定である。
　１９５０年代，中華人民共和国の成立後，教師実習につ
いては徐々に規範制度が確立された。教育実習時間数は
師範教育時間数の中で１５％を占めていた。
２．中国の教育実習の現状及び問題
１）中国師範学生の教育実習現状
　現在，中国には師範大学と大学院があり，これ以外に
総合大学の中にも教師養成部門がある。近年，教育実習
には新たな動きがある。
⑴　農村部での現職教師代替実習
　現職教師代替実習は訓練置換（実習生⇔農村現職教師）
養成である。師範学校の学生は現職の教師の代わりに農
村の小学校で一学年「実習」をし，併せて，農村の現職
教師は研修を無料で受けることができる。これにより，
農村の教師はすぐに新しい知識と教育理念を身につける
ことができ，教育能力を向上できる。
　こうした措置は，中国農村部での教育の不十分性に対
応するものである。農村部の教師の質の低さは，自らの
現場を離れて研修に参加することが難しい故である。
１９７５年から師範学生は現職教員の代替実習に参加した。
１９８８年には雲南師範大学が訓練置換養成を試みた。
１９９７年に中部地域は“４１１”工程を実施し，さらに代替
実習は国家制度に基づくこととなり，長期的，制度的に
教師実習となる。
　社会各界は代替実習について，合法性と合理性につい
て疑問を呈した。師範学生の教育能力（指導効果は玉石
混交）と資格についての疑問である。代替実習は本当に
師範学生の実習なのか。長期にわたる「代替」には法律
的根拠があるのか。結局は農村部での教育改善について
経費が足りないということではないのか。などの問題が
解決されているとは言えない。
⑵　教育実習による支援
　教育実習による支援とは大学或いは大学院が実習を通
して貧困地域に教育に関する専門性と技術を提供する活
動である。様々なパターンがあり，期間も決められてお
らず，長期の場合は一年さらにそれ以上であり，短期な
ら一週間程度である。短期のものは大体夏休みと冬休み
に実施されている。この実習に対する資金提供者も一つ
ではなく，民間基金会寄付もあり，学校或いは共産主義
組織もある。この活動は貧困扶助の意味もあり，また，
若年実習者に貧しい生活を多方面で深く理解し，体験を
するという目的もあるので，教師養成の目標だけを巡っ
て設定することではない活動である。
⑶　自主実習
　自主実習とは学校が決めた単位を取得するために，実
習生が自分で実習先を見つけることである。実習校が少
ないことがこの現象の背景にある。
⑷　学科専攻実習
　授業を実施している教師が教育の需要（例えば，新た
な教育方法，教育評価の試み）のために行う実習である。
これは伝統的に行われてきたものが，新たに導入されて
きたものである。
⑸　海外交流実習
　中国が海外との交流が多くなるにつれて，大学によっ
ては海外教育実習を始めている。海外の学生が中国で学
ぶこともできる。この形の実習は大学間協定に支えられ
ており，例えば，北京師範大学とアメリカミシガン洲立
大学の提携や，北京師範大学とコロンビア大学間の師範
学生に関する無料実習の提携がある。
２）実習の不足と問題
　麦（『麦克斯研究』）の調査に依れば２０１４年の時点で
２０％の大学に実習が設定されておらず，６０％以上の大学
では実習と専攻に関係が見出せない。しかし，学生にとっ
ては実習は一番経費が安い方法であり，いい実習に携わ
ることにはよい就職と緊密な関係があるということから，
前述のとおり学生は「自主実習」の形などで実習に携わっ
ているのだが，６０％の学生については実習について様々
な問題が見出せ，８９％の学生についてはより実習に関係
があるような専攻に変える必要があると考えられる。
　中国の研究者は，従来から，学生の実習現場でのいい
加減な態度，現場のリーダーを重視しない姿勢と言った
問題を指摘してきた。朱旭 はこの点について⑴実習場
所が少なく，指導力が弱いこと，⑵教育実習についての
リソースが不十分で，かつ実習の焦点が明確でないこと，
⑶実習を管理する手法が古いこと，の三点を指摘してい
る。
　また，別の学者は，次の五点を指摘している。
⑴　実習時間が短かすぎ，過密なこと。
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　中国では実習時間が短く，卒業する直前の学期中の６
－８週間と設定されている。学生は短期間で全面的に教
授法を会得し，自らが学習したことの運用をすることを
求められるが，これでは，教師が備えるべき教育能力を
得ることは難しい。加えて，短期間では，自らの仕事に
集中するという熱心な職業品格の養成も難しい。こうし
た状況の下では，学生は指導通りに実習をしたものの，
大学に戻ってしまえば，細かいことを忘れてしまい，実
習の効果の持続が期待できない。よって，学生は教師資
格を取得して就職した折に再度，教師の仕事にどう携わ
るのかについて，教学技巧を学ばなければならない。
⑵　実習の形式と内容が単一であること。
　中国の師範学校の教育実習は次のとおりである。学生
は６－８週間，現場の指導教師の指導に依り，指定教科
書の内容に従って授業の準備をし，授業を行い，宿題を
チェックし，現場の教師に協力する。学生は一つのクラ
スを担任し，１０コマの授業を行う。この際，現場の指導
教師からよい評価を獲得するために，学生は機械的に指
導教師の授業方法を模倣する。こうした実習の形式と内
容の単一性は，学生が教育計画，教育要綱を把握するこ
と，子供達の学習過程，子供達ごとの差異，子供への指
導システムの把握を困難にしており，将来の教師の創造
性の構築を疎外している。加えて，学生の専攻によって
実習成績に不利が生じることもあることも指摘しておき
たい（李宜冰（２００７））。
⑶　実習の評定基準が明確でない上に，厳密ではないこ
と。
　中国の師範実習学生の成績は実習校の指導教師が決定
するが，これには重要な問題がある。受験教育の影響で
小中学校の教師にはとても大きな仕事上のストレスがあ
り，仕事も多いことから，実習学生の指導に十分な時間
を取ることができない。併せて，大学の教授と小中学校
の教師間には交流が少ないことから，実習学生の成績の
評定にあたっては，実習記録や学生の体験から為される
ことは少なく，二三週間の実習の印象だけからそれが為
されることが多い。よって，実習の成績は，全面的な学
生の実践能力を表すことができていない。
⑷　卒業後の試用期間の管理に問題があること。
　中国では，卒業後，小中学校教師への就職後に一年の
試用期間があるものの，国家から特別な要求があるわけ
ではない。さらに，通常の小中学校では，新任教師に対
する訓練計画が十分ではなく，かつ指導も十分に行えず，
試用期間中の教師に対する評定も厳密なものではない。
よって，一年間の試用を終えた後，大多数の試用教師は
正式な教師となることができる。この傾向は，教師が不
足している学校や地域で顕著である。中国では，師範学
生は，前述のとおりの問題の多い教育実習を経ているこ
とから，こうした問題のある試用期間では，十分な専門
的な成長は期待できない。
⑸　師範学校の附属学校の性格の変化。
　中国の多くの師範学校や大学は幼稚園と小中学校を附
属している。こうした附属校は教師実習の場所であると
同時に，社会主義の思想に基づく福祉の提供場所でもあ
る。改革開放政策の展開につれ，現在，中国では，国家
が提供する社会福祉を減少させ，こうした附属学校に依
る社会福祉機能を拡大している。さらに，こうした附属
学校は，その伝統と専門性によって，優秀な生徒達の獲
得が可能であり，進学率が非常に高い学校として位置付
けられることから，利益が期待できる学校となっている。
ある附属学校はチェーン店のように学校を拡大し，全国
に展開している。こうしたところから，附属学校は経営
手段となってしまい，師範教育の専門家は実習学校での
発言権を失い，附属学校は実習校としての機能を十分に
果たせなくなった。
３）中国における教育実習に関する問題分析
　現在の中国における教育実習の問題の背景には，師範
教育の開放性，総合化，急速な改革などがある。加えて，中
国の基礎教育の段階における受験指向にも注目しなけれ
ばならない。中国は計画経済から市場経済への転換を遂
げ，国民の基本的な需要についての資源に関しては競争
性と市場性が導入された。師範教育の例を挙げると，計
画経済時においては，教師養成は社会需要によって設計
され，教師は無料で養成され，国家は教師を各地に配置
していった。改革開放以後は，国家は無料での教師養成
を廃止した。師範教育には開放性と総合化が導入され，
師範大学以外でも多くの地方大学，総合大学においても
教師養成が可能となった。これにより，教育コースの学
生は増えているが，実際に教師になる学生は少ない。ま
た，単科師範大学の総合大学志向により，これらの大学
でも法律，金融コースを増やしている。教師養成につい
ての専門性の軽視であり，こうした大学では実習が軽視
されている。
　別の問題も指摘したい。改革開放以前においては，小
学校の教師は中等師範学校で養成され，中学校の教師は
三年制の短期大学で養成され，高校の教師は四年制師範
大学で養成された。改革開放以後の１９９０年代初期の改
革によって，中等師範学校は三年制の短期大学　（或いは
中学校を卒業後の５年制の短大）　に，三年制の短期大学
は四年制に変わった。この改革により，中等師範の全科
性，創造性，実践性の重視と言った教育体系が崩される
こととなり，長い間実践されてきた実習やその管理の仕
方が危機に直面することとなった。多くの中等師範学校
と短期大学は専門性を失うこととなったのである。表面
的には師範教育に関する学歴は向上したが，実際は，教
師教育の専門性という点では逆になってしまっている。
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また，こうした改革は，学歴向上という面で教師という
職業の安定性を向上させたことで，農村出身の優秀な人
民が教師という職業に就くことを困難にさせた。
　さらに別の問題も指摘したい。中国における基礎教育
段階での競争意識の拡大は，実習生による授業実施につ
いて困難を生じさせた。「いい学校」で実習生によって授
業が行われることには父母からの抵抗があるということ
である（但し，そういった「いい学校」においても実習
環境と実習生に対する指導体制は前述のとおり不十分で
あることに変わりはないのだが）。従って，実習生は一般
的に学校の条件が悪く，中央から遠く離れた地域に行っ
て実習を行うこととなる。そして，そのような学校の現
場の教師は子供たちに対する指導能力を十分に備えてい
ないので，大規模な「代替実習」が生じることとなる。
　最後の問題として指摘しておきたいのは，現在，我が
国の師範大学の教授の多くが博士であることである。彼
らは教育の理論に対しては非常に強いが，小中学校の実
践経験が不十分であるため，カリキュラム設計や実際の
教育実施に際して，現場の実情や実習の実際を軽視しが
ちである。中国では依然として，大学の教授の評価と審
査基準に関しては理論，研究，学会発表が重視されてお
り，教育実践と教師養成については重視されていない。
　以上のとおり，中国では，改革開放以降の教師教育シ
ステムに多くの問題を抱えており，従来中国が持ってい
た師範教育の伝統に代わる新しい教育システムを構築す
ることが急務になっている。日本の経験の検討はこの作
業のための重要な前提となると考える。
　
Ⅲ．日本の教育実習の現状と改革
　日本の教師実習の制度と実践には発展，改革，改善の
経緯がある。日本の社会，教育の発展水準と教育発展目
標には緊密な関係がある。近代以来，日本では教育と教
師が建国と強国の重要な手段となってきた。教師は学生
への教育の中で自らの教養を学生に与えてきた（周 志
『日本普及義務教育迅速発展の主要経験』）。
　日本の教育実習の任務と目標は非常に明確である。実
習目標は以下の五つである。
⑴　学生は実習学校において教育実地を体験する。
⑵　基本的な教師実践を学ぶ。
⑶　教師という職業の規律，基本原則，基本方式を理解
して，教師としての責任感を向上させ，学生の意識を
深める。
⑷　教師能力と職業の適応度を把握する。
⑸　教育実践の中で創造精神と問題解決の能力を育成す
る。
　教育実習に関する改革の主要政策と内容は，李宜冰
（２００７）によれば，次の六つである。
　①大学の一年次から，平行して教育理論研究と教育実
践研究を実施し，お互いに補充し合う。
　②学生が実習校で得た教育経験を重視する。
　③実習校の能力がある教師を招聘して大学での教育を
担当してもらい，教育実践方面の指導体系を強化する。
　④大学，大学院と実習校は日常から共同研究体制を確
立する。
　⑤様々な教育実践資源を利用して指導する。
　⑥専門的な学校実践課程に依る教育方法と教材研究を
強化する。
　
　１９８９年に文部科学省は一年間の初任者研修制度を導
入し，当時の１３,６８５名の小・中学校の新任教師がこれ
に参加した。新任教師は学級経営と授業に参加し，指導
教員の指導と助言によって校内研修（一週間２日，一年
６０日）に参加する。研修内容は授業観察などの授業改
善，職業道徳，学級経営，学科指導，生活指導・生徒指
導などである。加えて，校外研修（一週間一日，一年３０
日）と社会教育施設と社会福祉施設の見学，社会サービ
スの実施，企業での体験活動，野外活動などの活動もあっ
た。
　大学での教員養成課程の改革としては，１９８９年，１９９８
年に教育職員免許法の改正が行われ，前者では，教育実
習に係る事前・事後指導一単位が必修化され，後者では，
中学校一種及び二種免許状取得のための教育実習が前期
の事前・事後指導一単位を含む五単位に増加され，実習
期間も二週間から四週間と長くなった。
　さらに，日本の教育職員養成審議会は１９９９年１２月，
文部大臣に養成，任用，研修の間の連携の柔軟化を答申
した。同審議会第三回報告書の中では，大学と教育委員
会はさらに連携を強化する事を提案した。大学での教師
養成課程は学校の実際の需要と繋がる必要があり，定期
間に大学，教育委員会，小中学校の間の協議会議を行う
ことが謳われた。このような動向のもとで，実習計画は
大学と実習校が一緒に策定することとなり，大学によっ
ては実習指導センター等を設立して，研究，指導，実践，調
査の四つの部門を設立し，学校，大学が双方向的に教育
実習の研究と管理を行っている。同時に多数の大学は実
習と就職指導とを繋げている。
　日本の大学での教員養成に関する教育内容は総合化さ
れており，各大学は教育実践指導ハンドブックを作って
いる。目的は，学生が学校の教育仕事の全過程と学校で
の仕事を把握することにある。教育実習の内容は各科の
教育，道徳教育，特別活動，学生指導などを含んでおり，実
習学生はこのハンドブックにより各領域の経験を把握で
きる。
　実習生は，次のことを行う。
①観察と体験：客観的に学校の教師活動を観察・分析し，
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教師実践の方法を見つける。そして，自分の体験を豊か
にし，教師という職業と子供をもっと好きになる。
②参与：時間を定めず，現職教師の助手として学校の自
主性と実践性の把握を深める。
③実習：独立して教育活動を組織し，生徒・児童の指導
に責任を持つ。教育活動だけでなく，学校の研究活動，
教職員会議，保護者の活動，教師の研修にも参加する。
　１９９８年入学生以降は，次のような注目すべき改革がな
された。
　この法律については，次のように解釈できる。
　第１条については，実習を教員の資格の基礎であると
規定し，実習の目的と主旨が明確にされている。将来の
教師の質が向上するように，特に人間を尊重し，社会を
安定させる役割を担う小中学校の教師は「障害者，高齢
者等に対する介護，介助，これらの者との交流等の体験
を行わせる措置」を実習しなければならないと定められ
た。
　第３条では，実習と関係主体の責任が明確にされ，国
家，地方公共団体，サービス部門が実習のために準備す
ること，大事な責任を持つことが規定されている。
　この他，近年，日本では教員養成に関するモデル・コア・
カリキュラムを検討・導入する動きがある。日本の教育
の改革は様々な体験と研究を連携・強化する方向を採っ
ている。２００４年３月，日本教育大学協会は『教員養成
の「モデル・コア・カリキュラム」の検討』を公表した。
この「モデル・コア・カリキュラム」は実習指導の“教
育実践体験”と研究を連携させるものであり，大学の一
年次から四年次まで，各講義，授業を設計・配置し，こ
れに実習を絡ませていくものである。
　以上の動向について，李宜冰（２００７）は「教育実習改
革のイノベーション実践」とし，次の事例を紹介してい
る。
　上越教育大学：この学校の教師教育課程では，高校を
卒業してから教師教育専攻までの接続を重視し，順々に
専攻に移動させ，専門的，実践的に学校教育現場で授業
できることとなる。
　兵庫教育大学：現場の経験は四年間にそれぞれ配置さ
れており，一年生は見学実習，二年生は体験実習，三年
生は現場実習，四年生は運用実習となる。
　島根大学教職大学院：直接体験を重視し，学生は入学
してから１,０００時間の教育体験活動を参加する。
　愛知教育大学：１９９９年に設定された計画では，一年
小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育
職員免許法の特例等に関する法律
（平成九年六月十八日法律第九十号）
最終改正：平成二七年六月二四日法律第四六号
（趣旨）
第一条　この法律は，義務教育に従事する教員が個人
の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識を深めること
の重要性にかんがみ，教員としての資質の向上を図り，
義務教育の一層の充実を期する観点から，小学校又は
中学校の教諭の普通免許状の授与を受けようとする者
に，障害者，高齢者等に対する介護，介助，これらの
者との交流等の体験を行わせる措置を講ずるため，小
学校及び中学校の教諭の普通免許状の授与について教
育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）の特
例等を定めるものとする。
（教育職員免許法の特例）
第二条　小学校及び中学校の教諭の普通免許状の授与
についての教育職員免許法第五条第一項の規定の適用
については，当分の間，同項中「修得した者」とある
のは，「修得した者（十八歳に達した後，七日を下らな
い範囲内において文部科学省令で定める期間，特別支
援学校又は社会福祉施設その他の施設で文部科学大臣
が厚生労働大臣と協議して定めるものにおいて，障害
者，高齢者等に対する介護，介助，これらの者との交
流等の体験を行った者に限る。）」とする。
２　前項の規定により読み替えられた教育職員免許法
第五条第一項の規定による体験（以下「介護等の体験」
という。）に関し必要な事項は，文部科学省令で定める。
３　介護等に関する専門的知識及び技術を有する者又
は身体上の障害により介護等の体験を行うことが困難
な者として文部科学省令で定めるものについての小学
校及び中学校の教諭の普通免許状の授与については，
第一項の規定は，適用しない。
（関係者の責務）
第三条　国，地方公共団体及びその他の関係機関は，
介護等の体験が適切に行われるようにするために必要
な措置を講ずるよう努めるものとする。
２　特別支援学校及び社会福祉施設その他の施設で文
部科学大臣が厚生労働大臣と協議して定めるものの設
置者は，介護等の体験に関し必要な協力を行うよう努
めるものとする。
３　大学及び文部科学大臣の指定する教員養成機関は，
その学生又は生徒が介護等の体験を円滑に行うことが
できるよう適切な配慮をするものとする。
（教員の採用時における介護等の体験の勘案）
第四条　小学校，中学校又は義務教育学校の教員を採
用しようとする者は，その選考に当たっては，この法
律の趣旨にのっとり，教員になろうとする者が行った
介護等の体験を勘案するよう努めるものとする。
鳴門教育大学学校教育研究紀要６
次に“体験実習”では小中学校の様々な授業や課外活動
に参加する。二年次には“基本的な実習”として，教育
活動に参加し，授業を観察する。三年次には“教育実習”
として，独立して授業を行い，学生指導をする。四年次
には“研究実習”として，実習校の指導で自ら研究テー
マを作って授業をし，卒業論文を完成させる。以上から，
学生の教育実践能力と理論運用の能力を向上させる。研
究実習では，研究テーマを決めるにあたって自立精神，
共生精神が養成される。基本的な教育と個性も養成でき
る。研究範囲は⑴発展中の自己研究。⑵心理教育と人間
関係の研究。⑶子供の特性理解の研究。⑷教育方法の研
究，となっている。学生は実習中に実践研究の結果を大
学にフィードバックしながら，実習校で発表・交流する
こととなっている。
　以上から，日本の教育実習の特徴は次のように整理で
きる。
①　教師実習は教育に関する基本的な概念と目標の表現
となっている。
　日本の教師養成では教育に関する趣旨と子供のモデル
とが繋がっている。その内容は一般教育，教職教育，教
科教育となっている。教師の核心能力は次の６つである。
　以上の核心能力については，さらに詳細な知識・技能
がある。
　・教育人間力：“人間性の養成”である。ここには，使
命感，倫理観，教育に関する熱心さ，探究・好奇心が含
まれる。
　・協力能力：人のお世話をする能力，協調性と社会性
の能力である。
　・生徒指導力：これは基本的な力であり，個人指導能
力とチーム指導能力が含まれる。
　・教科内容理解力：構想力と展開力が含まれる。
　・評価能力：実習中に自省して，改善を図る能力であ
る反省能力が含まれる。
　
②　教育実習での教職に関する専門性と教科内容に関す
る専門性の連関性及び実習に関する構造性，実践性の
重視
　②－１　日本の実習校は，実習校が大学の近くにはな
いこと，実習校には様々なコースがあり，特別支援学校
もあること，実習校の管理規範や審査が厳格であり，教
育大学・学部と緊密に繋がっていることなど中国の実習
校とかなり異なる。
　②－２　実習期間（鳴門教育大学企画戦略室編２０１３）
　第１学年でのふれあい実習３日間。これには，附属学
校観察実習，幼稚園での交流学習と特別支援学校での交
流学習を含む。
　第２学年での介護等体験。
　第３学年での附属学校園観察実習２日間及び主免教育
実習４週間。
　この外，第４学年において，２週間の副免教育実習や
教員インターンシップが選択できる。
　②－３　教育大学では「教育実践力スタンダード」を
設定し，学生が教育実習を行う段階である段階１，学部
を卒業する段階である段階２，教員となり１０年程度の
キャリアを持つ段階である段階３で構成している。
　②－４　教員養成カリキュラムの構造
　③　教育実習に対する社会からの支持が得られており，
全社会は教育実習が実現されるように協力している。こ
のことについては，大学の同窓会も参与している。また，
大学は，教科実践活動の顕彰を行っている。
Ⅳ．政策提言
１．大学と小中学校の連携。安定的な実習場所の確保。
教育実習の共同管理。
　実習場所の安定的な確保のためにも， は，地方教育
部門における教育実習の共同管理，総合大学或いは高等
師範学院と小中学校との連携が重要だと考える。教育実
習に関する責任は大学と連携学校が経費のことも含めて
（教育部による実習に関する小中学校への財政支援）共同
して担うべきである。大学の指導教授と小中学校の教師
は，教育実習の目標，計画，評価基準を共同で検討し制
定することが必要だと考える。役割分担を明確にした上
で，お互いの実習についての目標，計画と評価基準の比
較分析を行い，教育実習生の管理を共同して，相互に行
うべきである。また，研究面でもこの点は重要であり，
大学は，教育実習の機会を利用して新たな研究テーマを
設定し，教育実習の内容を豊かにすること，基礎教育の
改革に貢献することが可能となる。この点，日本では，「教
師教育者」という概念が検討・導入されている。「教師教
評価能力授 業 力教科内容理 解 力
生 徒
指 導 力協力能力
教 育
人 間 力
教育実習及び
教職実践演習生徒指導等
教 育 課 程
及び指導法
基 礎 理 論
及 び 教 職所要資格種　　別
７２１８８専修
幼 稚 園 ７２１８８一種
７２１２６二種
７４２２８専修
小 学 校 ７４２２８一種
７４１４６二種
７４１２８専修
中 学 校 ７４１２８一種
７４４６二種
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№３２ ７
育者」とは「教師教育（養成・研修）を職務とする全て
の人」（武田（２０１１））であり，それには教育実習指導教
授や教職科目担当教授のみならず，実習校の指導教師や
教科教育担当教授も含まれ，教育実習指導についての有
機的な連携構築の点で注目すべき概念だと考える。また，
この点，石村は，日本での近年の教師教育改革において，
篠原清昭（２０１２）が「『論より現場』『学校現場こそ大学
院』という実践主義と方法主義に傾斜している」と指摘
していることに注目すべきであり，あくまでも大学と「現
場」が「共同」で管理する姿勢を保持することが重要と
考えている。
２．実習期間の延長，教育実習の方法の増加による実習
内容の豊富化。
　学生については，実習場所を固定せず，様々な種類の
学校で実習を経験すべきであり，かつ実習期間を延長す
べき（少なくとも十五週間程度，実習効果を保持するた
めに実習時期は毎学期に分散させる）であり，様々な実
習形式を採用すべき，と は考える。これにより，実習
生は様々な学校の様々な文脈（例えば児童生徒の成績，
教員の性格）で実習を経験することができる。石村は，
この点，学校種を変えた実習の意義は認めるが（これは，
日本での副免実習の理論的背景でもあろう），所詮は一定
の限定された文脈での実習であり，そのある一定の文脈
での実習に過ぎないことを認識すること，そして，その
学校が置かれた文脈そのものを分析し，総合的に考察し
ていく必要性を訴えたい。この点の対案として，教育実
習の更なる長期化，若しくは，試補制度の導入が考えら
れるが，それにしても，所詮一定の文脈での経験に過ぎ
ない。すべての学校の文脈を経験するのは不可能である。
またこの点については，実習の長期化により，実習生が
「学校ムラ」とも言うべき独特の文化（こうした「ムラ」
自体改革すべきではあるが）を持つ閉鎖的環境に過度に
飲み込まれてしまう危険性も石村は指摘しておきたい。
　様々な実習形式については， は，実習生による学校
での様々な活動（入学式，児童生徒の会議，教師の会議，研
究活動，授業準備活動，学級会，新任教師訓練，運動会，
グループ活動，芸術会，学科試合など）の観察・経験に
よる実習内容を豊かにすることを考える。実習生は，観
察・経験の際，記録を採り，自分の体験を書き，考察を
行う。これは，自分は学校の諸活動にあたってどんなこ
とを準備すべきか，自分が教師になった時，児童生徒の
年齢特徴，学習過程，思想状態を把握することに役立つ。
具体的には，指導教師と一緒に教科書分析を行い，児童
生徒との相談方法，成績が悪い学生との相談方法，課外
活動の組織，宿題の訂正方法，補習する方法を実践的に
学ぶこととなる。以上の点について石村は，そのような
様々な実習を経ても，特に，生徒指導や学級経営の分野
では，教師は，これについての実に多様な文脈を経験し，
その中で実践していく中で能力を開発していくものであ
ると考えている。鳴門教育大学でも，毎年実施している
学校現場に対するアンケート調査で，本学の卒業生に欠
けているものは何か，という問いについて，生徒指導，
学級経営能力と出されてくることは無理のないことと捉
えている。
３．統一的，具体的な教育実習の審査基準の確立とそれ
による教育実習の効果の厳格な評定。
　中国における教員養成の多元化の下では，全国的また
は同一地域内における統一的で具体的な教育実習の審査
基準の確立及びそれによる教育実習の効果の厳格な評定
は極めて重要である。このことは，教育実習の全体の質
の向上と新任教師の全体の教養の向上と教師専門化の発
展にも役に立つ。
　そのためには，現代において基礎教育の教師に求めら
れている教養と能力などの要求について，教育行政部門，
大学，小中学校は共同して討議し，教育実習の審査基準
を確立することが求められる。具体的には，それぞれの
実習生の実習成績（専門精神，教育技巧，組織管理能力，同
僚や児童生徒とのコミュニケーション，提携能力など）
を総合評定する基準を確立するべきである。実習成績に
合格した学生には教師資格証書を授与する。実習成績が
不合格な学生については一年または一学期留年させ，引
き続いて実習させる。
４．「新任教師一年間実習試用制度」の廃止と教育学につ
いての学士課程教育と修士課程教育の整備。
　現在，中国で実施されている「新任教師一年間実習試
用制度」は形式的な実施にとどまっており，多くの小中
学校では，新任教師の養成について具体的な目標と要求
が少なく，管理が十分でなく，厳格な審査もできていな
い。その結果，最終的には，すべての新任教師は教師と
なり得ている。このことで，教師の質に悪影響が生じて
おり，小中学校の仕事を順調に展開することにも支障が
生じている。よって， は，「新任教師一年間実習試用制
度」を廃止し，教育実習を厳格に評定することが必要で
あると考える。さらに，学士課程教育と修士課程教育
（４＋０または４＋１パターン）を整備し，教育学士学位
証書制度と教育修士学位証書制度（現在，中国の教育学
に関する修士課程は主として現職教師のために開設され
ている）を導入することを主張する。４＋０課程プラン
では，学士課程教育を修了し，教育実習に合格した卒業
生に教育学士学位証書と教師資格証書を授与する。４＋
１課程プランでは，師範生の最終学年において学生の理
論・知識の学習と教育実践訓練について大学と小中学校
が共同して管理するが，その際，師範生の研究能力の養
鳴門教育大学学校教育研究紀要８
成を重視する。師範生は教育改革の具体的現象，問題の
中から自分が興味を持つ課題を選択し，自分で研究し，
または中学校や大学の研究者と共同研究をする。これは，
国際的な教育発展の流れに沿うものでもあるし，日本に
おいて「教育実習を教育理論の実際に即しての検証や実
験，新しい研究課題の発見のための場」（藤枝（１９８３））
と捉える研究的教育実習（対概念は「総仕上げ的・見習
い修業的教育実習」）という考えに沿うものでもある。
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